
30の「取組事項」 H29 → H30 → R1 → R2 H29 → H30 → R1 → R2 総合 令和２年度 総合

目標１　県民目線に立った県政の推進

改革１　情報提供内容・情報発信手段の充実

① オープンデータ化の推進 Ｂ ↗ Ａ ↘ Ｃ ↗ Ａ ・　オープンデータ公開数（年度末累計）　100件   　106件

② 会議録等の公開の促進 Ａ ↘ Ｂ ↗ Ａ

③ 公共事業等の見える化の推進 Ａ ↘ Ｂ ↗ Ａ

(2)　提供・発信手段の充実 ① 安心・安全情報の提供手段の充実 Ａ → Ａ → Ａ Ａ → Ａ → Ａ Ａ

新型コロナウイルス感染症対策として、システム説明会の動画を作成し、対面形式とせず、人事
異動等で新規に操作することになった職員等への説明が常時可能となった。
システム運用開始以降、市町村のＬアラートへの理解とシステムの操作習熟が図られ、避難所開
設や避難指示発令等、迅速にLアラートに情報が配信され、テレビのテロップやデータ放送、ス
マホの防災アプリ等に直ちに反映される。総合防災情報システムは緊急速報メール、防災ポータ
ルサイトや防災ツイッターとも連携しており、様々なメディア、情報伝達手段を活用し県民の防
災・減災に資する運用が可能となった。県内放送局ではLアラートの平時情報も扱う等、更なる
利活用の動きが見られるため。
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・Lアラートについて、本委員をさせていただいたことで初めて知った。有事に備
え、このような備えをしていただいていることを一県民としてありがたく感じる。
今後に向けては、平時の利活用が増えることにより、この仕組みそのものの認知度
が上がることが見込まれるため、積極的な利活用を期待したい。
・着実に対応を進めており、素晴らしい。可能であれば、県民のかたの満足度やご
意見を伺ってみるとさらによくなるのではないか。
・新たな提供スキームの確立は朗報。導入による効果や弊害、新たに見えて来た課
題などもあればより詳しく知りたい。
・LINEアカウントをフォローさせていただき、実際に利便性を感じている。今後も
積極的な情報発信を期待する。YoutubeでもLINEでの予約のとり方など有意義な情
報提供を行っているがLINEからYoutubeのコンテンツに誘導するなど連携して活用
いただけるとよりわかりやすいと思う。

改革２　県民意見の反映手段の充実

　

① 広聴チャンネルの拡大 Ａ → Ａ → Ａ

② 県民参加型公共事業の推進 Ｂ ↗ Ａ → Ａ

③ 計画等の評価段階における県民意見の反映 Ａ → Ａ ↘ Ｂ

① 各審議会等における公募委員の増加 Ａ ↘ Ｂ → Ｂ → Ｂ ・　公募委員の導入検討依頼・調整の実施 　　100％（実施）

② 各審議会等における女性委員の増加 Ａ ↘ Ｂ → Ｂ ・　審議会における女性の参画率　40.0％ 　　集計中

改革３　行政手続における利便性の向上

① 社会保障・税番号制度の活用 Ｂ → Ｂ → Ｂ

② 審査基準・添付書類等の見直し Ｂ → Ｂ → Ｂ → Ｂ ア　申請等手続の審査基準や標準処理期間の重点的な見直しの実施 ア　100％（実施）

① 電子申請受付システムの活用の促進 Ａ → Ａ → Ａ → Ａ ・　電子申請の利用件数　19,000件 　　59,683件

② 公金収納の利便性の向上 Ｃ → Ｃ → Ｃ ↗ Ｂ ウ　新たな収納方法の導入検討 　　検討実施

改革４　地方分権改革と自治体間連携の推進
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【具体的な取組①】
・県の問題ではないかもしれないが、マイナンバーカードの情報セキュリティにつ
いてのＰＲが不足しているのではないのか。個人情報管理が徹底されていることの
ＰＲが必要では。
・新システム導入の是非を個別検証できたのは成果だと思う。逆に、見直しが特に
有効と思われる領域の実装はどの程度進められているのか。
・令和3年2月時点での群馬県のマイナンバーの人口あたりの交付率は見る限りワー
スト3となっており、課題だと感じる。マイナポイント自体は延長して継続中であ
るもののすでに一般市民は忘れていると思うのでLINEアカウントなども活用して改
めて広報を強化したほうが良いのではないか。
・マイナンバー自体を日常で使う機会がまだまだ少ないので確定申告の電子申請の
ように、本来本人確認が必要で役所に赴く必要のある手続きが同様に遠隔地での本
人認証により在宅などで可能になれば便利だと感じる。

【具体的な取組②】
・見直しには至らなかった、という理由の説明がほしい。
・今後に向けて押印の省略や、多様な県民の活躍のため、必要の無い場面において
は「男・女」の記入欄を入れない、ということも期待したい。
・原因が不明。単純に短くなれば良いというものではない。適切な審査が行われる
ための標準期間が設定されているのか。
・H29年来、「重点的な見直しの対象手続の所管所属へ働きかけを行うとともに、
フォローアップ調査を実施する。」というような内容が、課題を踏まえての対応と
なっているが、あまり進捗はないようにもみえる。国の法律や添付書類の要件な
ど、県庁だけでは解くことのできない制約があってなかなか実現が難しい課題なの
で、少し目標のアングルを変えてみるというのもありなのではないか。

Ｃ Ｂ
②　審査基準や標準処理期間の見直しに係る検討を依頼
するとともにフォローアップ調査を実施したが、見直し
には至らなかった。
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【具体的な取組①】
・行政の政策形成過程における住民参加の方法として、審議会は伝統的な手法であ
るが、利害調整や合意形成のみならず専門的知見の導入までをも審議会方式で行う
ことに無理があることも少なくない。また、一般的に審議会は委員の人選において
も恣意性があり「行政の隠れ蓑」との批判もあるため、他自治体でもみられる無作
為抽出型の市民討議会を取り入れたり、実質的な議論を行うためのワークショップ
を開催したりするなど、多様な住民参加の方法について検討してみてはどうか。
・公募未導入の２機関とはどこか確認したい。
・次回改選期ですべての機関で導入予定であれば良いと思う。

【具体的な取組②】
・人材データバンクについては、群馬県のホームページ内で登録方法に関する記述
を探したが見つけることができなかった。高崎市のデータバンクでは書面をもって
直接登録に行くことが求められており、実態としてそれがかなう人材のみの登録と
なり、登録可能な人材を狭めてしまっているという現状がある。県の人材データバ
ンクでは登録のプロセスにおいて多様な人材が登録されうる状態を担保できている
かどうか、再確認いただきたい。
・対象審議会すべての平均値が記載されているだけなので、個々の審議会の状況が
分からない。
・現状の勧誘方法では横ばいとして、新たな委員層を取り込むためには他にどんな
工夫や方法が取れそうか。
・ほぼ計画値を達成できているようではあるが、横ばいになっているのであれば原
因を調査し対策を行う必要があると感じる。

【具体的な取組①②】
・審議会のオンライン実施により、多様な委員が参加しやすくなることが期待され
るため、審議会のオンライン化も同時に進める必要があるのではないか。

(1)　行政手続の簡素化 Ｂ → Ｂ

(2)　行政手続の手段の多様
化

Ｂ → Ｂ → Ｂ ↗

→ Ｂ ↘

Ａ Ａ

①　県民に向けた周知を継続して行った結果、利用件数
の目標を達成した。また、庁内に向けた周知や利用の呼
びかけを行い、手続数が増加した。
②　コンビニ納付の導入可能性について調査・検討を
行ったが、急遽、全国共通様式への対応が必要となった
ことから、具体的な導入の検証までには至らなかった。

①　県職員への利用呼びかけを行い手続数の拡大を図るとともに、県民への周知を継続して行う
ことで、利用件数の目標を達成した。
②　県税においてクレジットカード納税を導入した。県税以外では、コンビニ納付について検討
を進めたが、具体的な導入の検証にまでは至らなかった。
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【具体的な取組①】
・今後に向け、電子申請は利用率での目標管理も期待したい。
・一般市民に向けた、各種簡易手続きの利用促進策を知りたい。
・電子申請に関しては全体割合ではまだ十分ではないと感じる。実際に電子化に
よって利便性が向上しているという実感があるため、積極的に進めてほしい。

【具体的な取組②】
・私自身も自動車税をPayPayで支払い、利便性を体感した。各市町村も公金収納の
利便性の向上ができるよう、各市町村との連携も期待したい。
・クレジットカード納付の手数料はどの程度か。それぞれ手数料がかかると思うの
で、コストパフォーマンスを検討する必要がある。また、納入率に向上があるのか
不明。

①　独自利用事務は、法改正及び個人情報保護委員会における要件の整理により情報連携が可能
な事務や取得できる特定個人情報が見直される。本計画期間は、これらの見直しに即して各種事
務の情報連携の導入を検討したものの、本県事務で導入効果が見込まれるものが少なかった。
　また、マイナンバーカードの利活用を検討するとともに、「マイナンバーカードを活用した消
費活性化策」については、県として広報を実施するなど、マイナポイント事業の利用環境整備の
取組を実施した。
②　他県と比較して標準処理期間が長い手続を対象に重点的な見直しを進め、44件の手続につい
て標準処理期間を短縮した。

(1)　多様な手段による積極
的な県民意見の聴取

Ｂ ↗ Ａ → 12

【具体的な取組①】
・LINEアカウントは50万人近い登録、ツイッターアカウントは45000人を超える
フォロワー登録があり、戦略的に取り組まれてきたことがうかがえる。これだけの
登録数がありながら、ツイッターアンケートの実施が各年度に1～2回というのは大
変もったいないと感じた。県の魅力を広く発信していくためにも、これだけのリ
ソースはぜひ活用してほしい。
・ITを活用することで場所時間にとらわれず県民の意見を拾え、かつ分析できる環
境はとても良いと思う。

【具体的な取組②③】
県民の意見を聞くための数々の工夫に頭が下がる思いでいる。そのような事業につ
いてもLINEアカウントやツイッターアカウントのリソースも活用することにより、
県民としてのロイヤリティを高めるという効果も狙えるのではないか。

【具体的な取組③】
数値化が適さない部分の理由を知りたい。

(2)　審議会などへの公募委
員・女性委員の登用の促進

Ａ ↘ Ｂ → Ｂ → Ｂ

Ａ Ａ

①テキストマイニングによる分析、Ｔｗｉｔｔｅｒアンケート、ＬＩ ＮＥによるアンケートを
実施し、広聴手段の拡大を図ることができた。
② みんなで点検についてはＨ２９年度は目標以下となったが、他の年度では目標値以上の点検
を実施することができた。
「地域ニーズを反映した公共事業」の取り組みについては、毎年度目標以上実績を達成すること
ができた。
③　計画等の実施結果に対する自己評価方法の調査を踏まえ、「計画等の『評価段階』における
県民意見の反映に係る指針」を見直し、定量的な目標設定などの評価方法を規定した。
　数値化することが困難、あるいは数値化が適さないため計画等以外は、定性評価が行われてお
り、当初の目標は達成したと考えられる。

Ｂ

①　未導入の２機関については、改選期に該当しなかっ
たため導入済み機関は増加しなかったが、導入済み機関
のうち改選期に該当するもの（９機関）では全てで継続
された。
②実績集計中

①　改選期の審議会へ公募導入依頼を続け、H30年度から未導入機関の減少にならなかった（廃
止、除外を除く）ものの、導入済み機関では全て継続できた。
②　人材データバンクの整備を進めてきたほか、審議会設立時などにおける登用について、担当
課に出向き、積極的に働きかけを行ってきたが、横ばい傾向にある。

行政改革評価・推進委員会の御意見10の「改革項目」

(1)　オープンデータ化の推
進など県政情報の提供内容
の充実

Ｂ → Ｂ → Ｂ → Ｂ Ｂ
①　データの掘り起こし及び担当課との調整に取り組ん
だ結果、公開数が目標を達成した。

①　県のホームページに掲載されたデータから、県民に対して利便性が高く、オープンデータ化
への支障が少ないと思われるものについて、担当課と調整を実施した結果、目標を達成すること
ができた。
②　ホームページにおける審議会等の説明概要の統一した公開様式を確定し、統一後の公開様式
により会議録等の公開を実施し、会議録等の公開率の目標を達成できた。
③　指標・事業進捗状況の公表について、毎年度ホームページの更新を行った。
　公共事業ストック効果事例については毎年度目標以上の実績を達成することができた。
　県直営施設の運営状況については平成３０年に公表ができなかったが令和元年度に公表ができ
た。
　県直営施設の運営状況について、公開情報の検討、調査、公表を実施した。当初の予定してい
た工程よりも公表時期が遅れたものの、目標に掲げたとおりの実績を達成することができた。
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【具体的な取組①】
・オープンデータ化の推進のR2の実施結果評価がAであり、(1)オープンデータ化の
推進など県政情報の提供内容の充実のR2の評価がBとなっている。R2年度は①オー
プンデータ化の推進のみであるから、両者の評価結果の相違がどのように導かれた
のかが不明瞭。説明を記載したほうがよいと思われる。
・オープンデータに関しては、県民に対しての利便性だけでなく、大学や研究機
関、研究者等のニーズも高いと思われる。外部の研究機関や研究者との連携による
EBPMの推進という観点からも、各種の行政データを積極的に公表していただきた
い。
・県のホームページから各ページを見てみたが動線も十分わかりやすいと感じた。
データの種類についても、掘り起こしに努力された様子が伺えた。実際にどれぐら
いの人に届いたのかという観点も今後は期待したい。
・オープンデータ化したもののうち、実際の活用度合いはチェックしているのか。
また、分母の数は適正なのかが不明で、評価しづらい。
・着実な努力により、目標を達成したことに敬意を表する。
・数値目標達成は素晴らしい。
・オープンデータ化が進んでいるのは評価できる。CSVなどのファイルでの提供か
ら、二次利用がしやすいAPI化を進めてほしい。内閣官房 IT総合戦略室が運営して
いるサイトで各自治体のAPIが提供されていることから、今後はそちらのプラット
フォーム上でAPIの展開もできるのではないか。
・ホームページでの情報公開が進んでおり、以前はPDFが多かった印象だがHTML化
され検索性が上がっているのは評価できる。インターフェースが少しわかりずらく
情報を見つけづらい。高齢者向け、子育て世代向け、事業者向けなど県民の属性に
合わせたナビゲーションがあるとより良いと思う。

【具体的な取組②】
・公開の目的は、県民のかたに知らせることだと思うので、アクセス数などを指標
にしてはどうかと考える。
・PDFをダウンロードさせるのではなく、ページ内で見られるところに利便性の高
さを感じた。公開様式の統一化等、後戻りをしない仕組みづくりをされた点が特に
素晴らしい。今後に向けては、データの形式におけるAPI形式の検討をいただける
とさらに使い勝手が良くなると思う。
・公開された議事録については、直近のものが上のページと、直近のものが下の
ページとあったので統一いただくとより良いのでは。

【具体的な取組③】
公開遅延の理由を伺いたい。

行政改革大綱実施計画　令和２年度評価・総合評価（自己評価）に対する行政改革・評価推進委員会の意見一覧

３つの「目標」

60の「具体的な取組」
実施結果評価

（数値等の目標の達成度） 令和２年度　取組目標 令和２年度　実績
成果評価
(質的評価)

評価の理由
頁

資料２



30の「取組事項」 H29 → H30 → R1 → R2 H29 → H30 → R1 → R2 総合 令和２年度 総合

行政改革評価・推進委員会の御意見10の「改革項目」

３つの「目標」

60の「具体的な取組」
実施結果評価

（数値等の目標の達成度） 令和２年度　取組目標 令和２年度　実績
成果評価
(質的評価)

評価の理由
頁

(1)　地方分権改革の成果を
活用した主体的な政策推進

① 地方分権改革に関する提案募集制度の活用 Ａ → Ａ → Ａ → Ａ ・　実現又は国で対応された提案件数　１件以上 　　10件 Ａ → Ａ → Ａ → Ａ Ａ
提案募集制度において、本県から15件を提案し、うち10
件が国において「実現又は対応する」とされ、県民サー
ビスの向上や事務の効率化を図ることができた。

取組目標に掲げた実現又は国で対応された提案件数を全ての年度で達成することができたため。
　北関東磐越五県との共同提案のスキームを積極的に活用し、法令等が支障となっている具体的
な事例を相互で補強し、提案に説得力を持たせることで、提案実現につなげることができた。
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・群馬県民として誇らしい素晴らしい成果だと感じる。ぜひさらに広く県民への発
信を期待したい。
・10倍もの提案を行い、制度として実現させたのは素晴らしい成果だと考える。
・15件中10件の結果はすばらしい。欲を言えば、それを具体的に推進してこそ政策
だと思うので、それを継続的にウォッチするor県自らが主体者となるような動きを
期待したい。
・地方の課題を地方自身でスピーディーに解決できるように地方分権の改革を今後
も推進してほしい。

① 市町村への権限移譲の推進 Ｂ → Ｂ → Ｂ ↘ Ｃ
ア　移譲法令数　R1年度（49法令等691事項）以上
イ　うち重点移譲リスト掲載事務の移譲法令数　R1年度（11法令等92事項）以上

ア　49法令等691事項
イ　11法令等92事項

② 市町村行財政体制の強化のための支援 Ａ → Ａ → Ａ → Ａ
ア　県と市町村との人事交流の実施
イ　市町村からの要請等により、行財政運営の状況を実地に診断、必要な助言等
の実施

ア　100％（実施）
イ　100％（実施）

③ 効果的な意見交換の実施 Ａ → Ａ ↘ Ｃ ↗ Ｂ

ア　地域別市町村懇談会の開催、
　　地域別市町村懇談会における市町村の連携強化に効果的な意見効果テーマの
設定
ウ　地域別市町村テレビ会議の開催
　　地域別市町村テレビ会議における県と市町村の連携強化に効果的な意見交換
テーマの設定

ア　100％（実施）
ウ　0％（実施せず）

④ まちづくりにおける市町村との連携の推進 Ａ ↘ Ｃ → Ｃ

(3)　近隣都県等との連携の
推進

① 近隣都県等との広域連携の推進 Ａ → Ａ → Ａ → Ａ

ア　連携事業の実施（北関東磐越五県知事会議）
イ　国への提案・要望の実施（北関東磐越五県知事会議）
ウ　連携事業の実施（三県知事会議）
エ　国への提案・要望の実施（関東地方知事会）
オ　国への提案・要望の実施（全国知事会）

ア　100％（実施）
イ　100％（実施）
ウ　100％（実施）
エ　100％（実施）
オ　100％（実施）

Ａ → Ａ → Ａ → Ａ Ａ
近隣都県等との広域連携を推進するとともに、共通する
課題について国への要望を行った。

計画期間を通じて、近隣都県等との広域連携を推進するとともに、共通する課題について国への
要望を行った。 26

・引き続き継続を期待したい。
・要望を行ったことは理解できるが、結果がどうであったかの記述が無い。共通で
要望すれば良いということなのか。
・国への要望をしたことで達成度Aとするにはいささか解像度が荒いように感じ
た。文字面の印象だと思うので、より詳しくどんな連携が推進されて、それによっ
てどんなアウトカムがもたらされたのかを伺いたい。
・人口減少が進む中広域連携の強化はとても重要だと感じる。

目標２　「仕事の仕方」の改革

改革５　事務改善と適正な事務の推進

① 全庁的に発生する事務における改善の推進 Ｂ → Ｂ → Ｂ → Ｂ
ア　全庁的に共通する業務の見直し事例周知　５事例
イ　業務の見直し状況のモニタリングの実施

ア　５事例周知
イ　100％（実施）

② 地域機関における公用車利用の効率化 Ｂ ↗ Ａ ↘ Ｂ

③ エネルギー使用量の削減 Ａ ↘ Ｂ → Ｂ → Ｂ ・　エネルギー使用量　46,342キロリットル 　　47,203ｷﾛﾘｯﾄﾙ

④ 電力調達の効率化 Ａ → Ａ → Ａ

⑤ オープンカウンタの定着化 Ｂ → Ｂ → Ｂ

⑥ 公共事業の経費節減 Ｂ ↘ Ｃ → Ｃ

① 文書の電子化の促進 Ａ → Ａ → Ａ → Ａ ・　電子決裁率（文書の電子化率）　30.0％ 　　44.6％

② 情報システムの最適化 Ａ → Ａ → Ａ

① 時代や環境の変化に合わせた事務の適正確保に向
けた取組の推進 Ｂ ↗ Ａ → Ａ → Ａ

ア　事務処理ミス防止に向けた取組実施
イ　事務内容の適正化実施
エ　内部統制の周知

ア　100％（実施）
イ　100％（実施）
エ　100％（実施）

② 条例の一斉点検・見直し Ａ → Ａ → Ａ

改革６　民間活力やノウハウの効果的な活用

　

① 民間活力やノウハウの積極的な活用の推進 Ｂ → Ｂ → Ｂ → Ｂ ・　地域プラットフォーム等の設置検討 　　検討実施

② 地域が主役の市民活動の推進 Ｂ → Ｂ → Ｂ

③ 建設産業の担い手育成 Ｂ → Ｂ → Ｂ

① 公の施設のあり方検討の継続実施 Ａ → Ａ → Ａ → Ａ
ア　施設のあり方を検討した県直営施設数　５施設
イ　施設のあり方を検討した指定管理者制度導入施設数　10施設

ア　５施設
イ　９施設

② 公の施設におけるサービス向上 Ａ → Ａ ↘ Ｂ → Ｂ
・　公の施設の各施設で新たに提供又は内容を改善したサービス数　50
・　指定管理者制度導入施設のうち、管理運営状況におけるサービス提供内容の
施設所管所属評価がＡ(優良)又はＢ(良好)の施設割合　100％

・　67
・　100％（43/43(施設数)）

(3)　公社・事業団等の改革 ① 公社・事業団等に対する関与の見直し Ｂ → Ｂ → Ｂ Ｂ → Ｂ → Ｂ Ｂ
一部工程の遅れはあったものの、経営状況等に関する調査、業務の実態調査、県に事務局を置く
団体の所管所属に対しての点検等を行い、取組目標に掲げた人的・財政的関与の適正化等の検討
を行った。
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・100％実施完了、総合評価をBとされているが何が具体的な課題なのか。
・検討止まりに終わっていると受け取るが、この先の見直しプランの実現計画につ
いて伺いたい。

改革７　自治を担える人づくり、力を最大限発揮する組織づくり

① 人事評価制度の運用を通じた人材育成及び組織マ
ネジメントの向上

Ｂ → Ｂ → Ｂ → Ｂ ・　研修の業務への活用性　92％かつR1年度水準(91.4%)以上 　　91.4％

② 職員研修の充実 Ａ → Ａ → Ａ → Ａ ・　研修の業務への活用性　90.5％かつR1年度水準(91.3%)以上 　　91.3％

　「県有施設のあり方見直し」の検討結果をとりまとめ
た。
　各施設においては、サービス向上に向けた取組を進め
ている。

　期間を通じて各施設の定期的なあり方検討を実施したことに加えて、令和元年度から令和２年
度にかけて「県有施設のあり方見直し」の作業を進め、見直し対象10施設について方向性を取り
まとめた。
　サービス向上に向けた取組については、目標に掲げたとおり実施することができた。
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【具体的な取組①、②】
・このような仕組み作りがされていることがありがたく、引き続き継続を期待した
い。
・施設の存廃に関する事項は、労働者への影響が大きい。十分な期間をかけて、慎
重に検討することが必要。その上で適正な評価を行ってほしい。
・取りまとめた方向性はどのようなタイムスパン、どのような計画で実行して行く
のか。
・施設はソフトがないと機能しないので、適切なサービスを提供することで有効的
に活用してほしい。

(1)　県政を担う人材の育成
と組織マネジメントの向上

Ｂ → Ｂ → Ｂ

【具体的な取組①】
・引き続き継続を期待したい。今後は360度評価等も導入していくのはどうか。研
修でのインプットが実務にどう生かされているかの効果検証も必要だと考える。
・マネジメント能力の向上が第一。管理監督者の意識を変えていくことが重要。そ
の意味では受講者評価はあまり当てにならないのでは。被評価者からの意見を聞く
ことが重要では。
・若手職員向けの研修評価が低調な理由を知りたい。
・職員の能力を最大限活かすため、また能力の高い人材の定着には適切な人事評価
が重要だと思うので積極的に進めていただきたい。

【具体的な取組②】
・研究の質を高めることができた、とあるが、それを示す事実やエビデンス等はあ
るか。また、研修のアウトカムは、研修の質を高めることではなく、どのような人
材が養成されたかであり、この点に関して評価したほうがよい。
・引き続き継続を期待したい。

↗ Ａ Ｂ

①　人事評価者研修では、初めて動画配信によるオンラ
イン研修を行ったが、研修効果が高まるように工夫した
ところ、集合型研修の時よりも高い評価が得られた。
　目標管理研修及び階層別研修では、前年度よりも若手
職員向けの研修の評価は低かったものの、制度の安定的
な運用に向けた取組を進めた。
②　PDCAサイクルを適切に回し、常に改善を図りなが
ら、研修の質を高めることができた。

①　人事評価者研修は、平成３０年度から民間の専門講師による研修を実施し、評価基準の統一
化や公平性の高い制度運用に向けた取組を進め、受講者からの評価も高水準を維持しているとこ
ろであり、当初と比べると大きく前進したといえる。
　目標管理研修及び階層別研修では、特に若手職員向けの研修の評価が低調な傾向があるため、
引き続き具体的な活用イメージが持てるような工夫をしていく必要があるが、全体的には制度の
定着から安定的な運用に移行できていることなどから、予定どおり取組を進められた。
②　PDCAサイクルを適切に回し、常に改善を図りながら、研修の質を高めることができた。
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(2)　公の施設におけるサー
ビスの向上

Ａ → Ａ ↘ Ｂ ↗ Ａ Ａ

①　先行導入や内部統制担当弁護士の助言を踏まえ、円
滑に制度を導入することができた。

①　各所属において、事務処理マニュアルの作成やチェック体制を強化するなど事務処理ミス防
止に向けた取組を実施した。
　庁内関係所属において検討を重ね、内部統制担当弁護士の助言を受けながら、円滑に制度を導
入することができた。
②　各所管課に対して、条例を見直す基準を示し、また必要に応じて総務課と所管課においてヒ
アリングを実施することで、時代や環境の変化に対応できていない条例の有無を確認し、取組目
標を達成できた。
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【具体的な取組①】
・外部の視点を適切に取り入れ、生かしている点が素晴らしい。
・これもマネジメントの課題。複数チェックを効率的に実施できる体制整備が必要
では。
・事務処理は手作業を極力排除し、同じデータを共有したほうがミスがなくなりや
すい。ITの活用による業務効率化を期待する。また、コロナ禍での施策の中で、実
際に誤解を招く表現がHPに掲載されていたのを見かけたことがある。時間がなかっ
たことは理解できるが、休業補償が受けられなくなった事例もあるため、補助金等
の条件面についてはフォーマット化して、誰が読んでも同一の認識が得られる表現
になるようにしていただきたい。

【具体的な取組②】
・一群馬県民としてありがたく、誇らしく感じる。条例とは異なると思うが、県の
管轄でありながら時代と合わないと感じる点である、県立高校での性別による排除
なども時代に合わせた見直しを期待したい点である。
・条例の点検を行っただけでなく、見直し案の実装、導入まで完了したということ
か。それであればすばらしい。

(1)　民間との連携による県
民サービスの向上

Ｂ → Ｂ → Ｂ

【具体的な取組①】
・地域プラットフォーム設置の検討の結果、令和３年度に設置する方針を決定した
とのことだが、現況はどうなっているか。
・引き続き継続を期待したい。
・今年度の具体的な設置の進捗状況が知りたい。まる一年かけて方針を確定させ
る、というのはいささかスローな印象を受ける。
・民間の活力を活用することは大いに賛成ではあるが、インフラについては慎重に
検討していただきたい。宮城県などでは水道事業の民営化などが行われているが、
コンセッション方式は失敗事例もよく聞くので、第三セクターのように官民で出資
した事業体で行う方が望ましいのではないかと考える。

【具体的な取組②③】
現状の実績はどうなっているか。

【具体的な取組③】
災害等で必ず必要となるものの、高齢化・担い手不足の建設系の業務に、高校生の
施策を目標通り行っていることは、将来の群馬の安心安全の基盤の一つとなると思
う。

→ Ｂ Ｂ
①　地域プラットフォーム設置の検討の結果、令和３年
度に設置する方針を決定した。

①　取組期間を通じて、目標に掲げたとおりの取組を実施。令和元年度までは先進事例の研究ま
でにとどまっていたが、令和２年度に具体的な設置に向けた方針を決定することができた。
②　協働を推進するためのツールとして「協働による地域づくりに関する指針」を定め、シンポ
ジウム、協働セミナー、事例の収集・発信等を行い、協働指針の考え方を普及した。
③　建設系高校生への施策は目標どおり実施できた。社会人対策については受講環境が合わず参
加者を増加させることができなかった。なお、高校生の対策実施の結果、資格試験の受験結果に
ついては大幅に合格者数を増加させることができた。
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(3)　時代や環境の変化に合
わせた適正な事務の推進

Ｂ ↗ Ａ → Ａ → Ａ Ａ

Ｂ → Ｂ

①　テレワークの推進に向け、必要な業務改善を全庁的
に展開するとともに、業務改善に向けた効果検証等を進
めている。
③　省エネ法に基づく事業者クラス分け評価制度におけ
るＳランク（優良事業者）を５部局中１部局のみ維持し
た。

①　共通する業務の効率化等のヒントをまとめた「業務改善のヒント」を活用しながら、行政改
革実施委員会の重点的な取組項目を設定するなど、全庁的に業務効率化を推進した。
②　地域機関公用車の効率化について、方策を検討の上、廃車や移管等の整理を実施した。
③　夏期・冬期の重点節電対策及び省エネ改修やESCO事業導入により、使用エネルギー量を削減
した。
④　複数部局まとめて電力入札を実施するなどして、電気料金を大幅に削減した。
⑤　オープンカウンタの試行・検証を実施し、令和２年度から本施行に移行した。
　電子執行については参加事業者が限られることから導入を見送り、地域機関のオープンカウン
タについては導入できる環境について検討した。
⑥　取組目標である「総合的コスト縮減率10％」は毎年度（H29.～R1）達成することができ、一
定の成果は得られた。
　また、設計VEについても毎年度（H29～R1）実施し、コスト縮減に努めることができた。
　しかし、新たな先進事例を更新することができなかった。
　三者技術協議会はR1年度は台風第19号や新型コロナ感染症の影響で開催をすることができな
かったが、H29、H30年度は開催することができた。
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【全般】
・とてもアクションが具体的でいい。新たな先進事例を更新できなかった点、不達
成のボトルネック、阻害要因になっていたことがあれば伺いたい。
・具体的な取組②、④、⑤、⑥について現状はどうなっているか。

【具体的な取組①】
・これだけの取組みができていれば、紙の購入量や金額もかなり減っているのでは
ないか。県の事例発信の効果的な指標の一つになるのではと期待する。
・事務に関してはIT活用により効率化を図ってほしい。一般企業では40代以上の従
業員のリテラシーが低いことがIT推進におけるボトルネックになっている傾向にあ
るためハードへの投資よりもリテラシーが低い職員の方向けの教育強化が必要と感
じる。

【具体的な取組③】
削減はとても良いことだが、執務環境の管理も重要。

【具体的な取組⑤】
・参加事業者は増加しているのか。印刷物では増加傾向は無い。効果があるのか不
明。
・物品の調達などについてはオープンカウンタ方式の推進は良いと思う。

(2)　情報システムの活用に
よる効率化

Ａ → Ａ → Ａ

【全般】
・いずれも素晴らしい。引き続き継続を期待したい。

【具体的な取組②】
・ネットワーク障害時などの対応は検討しているのか。
・個々人が個別でPCを活用できる環境が望ましい。テレビのような大きな端末を使
用しているのを資料で見かけたが、リテラシーを低い人をフォローするために便利
なのはわかるが、特殊な機器はハード面でのコストが大きくかかる。ハードはなる
べくコストが掛からない汎用品を使い、PCやタブレット、スマホなどの活用方法を
学ぶための教育にまわしたほうが業務効率化を図る上では投資効果が高いと感じ
る。
・まさにこの評価シートがエクセルで行われている現状で、評価レベルAという点
は少々懐疑的に感じる。

→ Ａ Ａ
①システムの操作解説を充実させ、毎月電子決裁率を公
開して取り組みを促したことにより、目標を上回る実績
となった。

①全庁に対して働きかけを強化しながら、紙文書のＰＤＦ化の取り扱いを定める等、電子決裁を
行う環境を整えたことにより、職員間に取り組みが浸透した。
②　情報システム最適化については、移行計画に基づき、情報システムの共通仮想化基盤への移
行及びホームページの統合基盤への移行を予定どおり完了することができた。

34

【具体的な取組①】
・権限移譲が進まない理由は何か。市町村の事務処理能力の問題なのか。
・限定的ではありながら市町村への権限移譲実現と連携が行われたことは評価でき
る。と同時に、ワークショップや対話の場を実施しただけでは成果とするに十分で
はなく、具体的な役割分担や権限移譲により見込まれる数値的効果など、実行可能
策とそのアクションが早期に行われることを期待する。

【具体的な取組③】
・「知事の意向により」とあるが余分な記載では。県として必要性を判断したとい
うことではないのか。これでは、知事の意向が無ければやらなかったということに
なるのでは。
・今回のコロナへの対応を見ている限り市区町村独自の取組も多くあったものの規
模感も小さく効果も薄かったように思える。また、自治体によって能力差に大幅な
偏りがあるように感じた。緊急事態において市議会議員さんの動きも悪く、合併を
進め、自治体の権限が及ぶエリアを広域化した上でより大きな権限を与えたほうが
良いのではないかと感じた。

【具体的な取組①③】
・感染症拡大時にあっても歩みを止めることが無いよう、市町村との委員会や意見
交換においてもオンライン開催等の工夫を今後は期待したい。

(1)　実施方法の工夫による
効率化

Ｂ → Ｂ → Ｂ → Ｂ Ｂ

→ Ｂ Ｂ

①　新たに権限移譲を実現することができなかったた
め。
②　市町村のニーズを把握し、要望を受けた市町村へ必
要な職員派遣を実施できた。
③ 知事の意向により対面式で県総合戦略にかかる地域別
懇談会（戦略企画課）を実施。テレビ会議システムによ
る市町村との意見交換（地域別市町村テレビ会議）の開
催については、本年度は開催を見送った。

①　重点リスト掲載事務のうち、これまで移譲実績がなかった「特定路外駐車場の設置届出に係
る事務」の１町への移譲や「農地の転用許可に係る事務」の１村への移譲を実現することができ
たが、当該事務の他市町村への移譲の広がりまで実現できなったため。
②　市町村のニーズを把握し、要望を受けた市町村へ必要な職員派遣を実施できた。
③ Ｈ29及びＨ30においては対面式で懇談会を実施し、市町村との連携強化に効果的なテーマ設
定ができた。
　Ｒ１は他の優先すべき課題（新型コロナウイルス感染症対策）により、実施見送りとなった
が、Ｒ２においては知事の意向により、県総合戦略にかかる対面式での懇談会（戦略企画課）を
実施した。
④　H30年度から３市でアクションプログラムを策定していたが、市の上位計画の変更や台風の
影響により、令和元年度末までにアクションプログラムの策定完了ができなかった。
　しかし、県と市町職員によるワークショップを開催するなど一定の成果をあげることができ
た。

22(2)　市町村との連携の推進 Ｂ →



30の「取組事項」 H29 → H30 → R1 → R2 H29 → H30 → R1 → R2 総合 令和２年度 総合

行政改革評価・推進委員会の御意見10の「改革項目」

３つの「目標」

60の「具体的な取組」
実施結果評価

（数値等の目標の達成度） 令和２年度　取組目標 令和２年度　実績
成果評価
(質的評価)

評価の理由
頁

① 「政策プレゼン」の実施 Ａ → Ａ → Ａ → Ａ ・　プレゼンテーションの実施 　　100％（実施）

② 職員提案制度の実施 Ａ → Ａ → Ａ ↘ Ｄ
※職員個人からの提案は政策プレゼンの「一般職員提案」で受け付けることと
し、Ｒ２年度当初に職員提案を廃止した。

① 組織の見直し Ａ → Ａ → Ａ → Ａ ア　組織の見直しの実施 ア　100％（実施）

② 適正な定員管理 Ａ → Ａ → Ａ → Ａ
ア　定員の見直しの実施
イ　教職員定員の見直しの実施

ア　100％（実施）
イ　100％（実施）

① テレワークの試行導入 Ａ ↘ Ｂ → Ｂ → Ｂ

ア　サテライトオフィスの設置箇所数　７箇所
　　テレワーク実施者数　　　　　　　60人
　　テレワーク延べ実施回数　　　　　300回
ウ　在宅勤務・モバイルワークの検討

ア　７箇所
    47人
　　208回
ウ　在宅勤務制度開始

② 総労働時間の縮減 Ｂ → Ｂ → Ｂ → Ｂ
ア　職員１人あたりの時間外勤務時間数　10時間／月
イ　職員１人あたりの年次有給休暇取得日数　13日以上／年

ア　13.2時間／月
イ　11.8日／年

③ 心の健康に関する一次予防の推進 Ａ → Ａ ↘ Ｂ → Ｂ

ア　管理監督者向け研修実施　２回
イ　セルフケアについて総務事務システム掲載　12回
ウ　ストレスチェック実施　１回
エ　職場復帰支援プラン作成時に精神科専門医等による相談実施　48回

ア　１回
イ　12回
ウ　１回
エ　48回

目標３　健全な財政運営の維持

改革８　歳入確保と歳出の最適化

　

① 県税収入の確保 Ａ → Ａ → Ａ → Ａ
・　県税徴収率　98.23％
・　県税収入未済額

・　98.47％
・　3,381百万円

② 自主財源収入の確保 Ａ ↘ Ｂ ↗ Ａ ↘ Ｂ
ア　自主財源収入額　R1年度水準（21.2億円）以上
イ　使用料・手数料の見直しの実施

ア　18.2億円
イ　100％（実施）

③ 基金の最適な運用 Ａ ↘ Ｂ ↗ Ａ → Ａ

ア　預金加重平均利回り向上（加重平均利率－店頭金利(３か月大口定期)）
0.001％以上
イ　新規購入債券平均利回り維持（新規購入債券平均約定利回り－店頭金利(10
年大口定期)）　0.198％以上

ア　0.003％
イ　0.444％

(2)　金利動向を踏まえた安
定的な資金調達

①
金利動向等を踏まえた償還年限や発行額の検討と
市場公募債をはじめとした多様な県債発行 Ａ → Ａ → Ａ → Ａ ・　金利動向等を踏まえた県債発行の実施 ・　100％（実施） Ａ → Ａ → Ａ → Ａ Ａ

市場環境を注視しながら、多様な調達を行うとともに、
新規の投資家層の獲得に向けたIR活動を実施した。

市場環境を注視しながら、多様な調達を行うとともに、新規の投資家層の獲得に向けたIR活動を
実施した。 56

・引き続き継続を期待したい。
・「多様な調達」を行われる具体的な調達プラン、スケジュールを伺いたい。
・投資家から資金調達するためには財政の透明性を高める必要があると思う。積極
的に行っていただきたい。

(3)　支出の最適化 ① 県単補助金の見直し Ａ → Ａ → Ａ → Ａ ・　補助金見直しの実施 ・　100％（実施） Ａ → Ａ → Ａ → Ａ Ａ
県単補助金については見直しが進んでいる。引き続き、
時代の変化、経費負担のあり方等の面から不断の見直し
を行う。

県単補助金については見直しが進んでいる。引き続き、時代の変化、経費負担のあり方等の面か
ら不断の見直しを行う。 57

・引き続き継続を期待したい。
・見直しの具体的な方向性とスケジュール感を伺いたい。
・産業政策に関わる補助金に関しては補助金額が上昇したものもあるが、規模感が
小さすぎると感じる。小規模事業者向けの少額な補助金を整理して、外部専門家も
活用しながら投資効果の高い企業に多額の補助金を投資するか、企業誘致に予算を
使ったほうが良いと思う。

① 事業評価の実施 Ａ → Ａ → Ａ ↘ Ｄ
※令和２年度から事業評価は廃止。部局内の自己評価をこれまで以上に強化する
とともに、政策的事業や特に見直しを行うべき事業については、知事のマネジメ
ントを強化。

・　各部局での事業見直しを実施

② 公共事業評価の実施 Ａ → Ａ ↘ Ｂ ↗ Ａ
ア　公共事業（事前・事後）評価の実施
イ　公共事業再評価の実施

ア　100％（実施）
イ　100％（実施）

(5)　基礎的財政収支の黒字
の維持

① 基礎的財政収支の黒字の維持 Ｂ → Ｂ → Ｂ → Ｂ
・　臨時財政対策債を除いた基礎的財政収支　黒字化
・　臨時財政対策債を除いた県債残高　R1年度水準(7,135億円)以下

・　▲35億円（赤字）
・　7,441億円

Ｂ → Ｂ → Ｂ → Ｂ Ｂ

臨時財政対策債を除いた基礎的財政収支について、計画
的な県債の発行及び元利金に対する償還を行ったもの
の、コロナ禍での減収補てん債の発行や、R1年度の台風
19号による災害復旧に伴う県債が繰り越されたこと等に
より、175億円の赤字となった。
　また、臨時財政対策債を除いた県債残高についても、
上記理由により、7,441億円と前年比で＋306億円の増と
なった。
　今後も安定した財政運営により、臨時財政対策債を除
いた基礎的財政収支の黒字化と県債残高の減少に取り組
む必要がある。

計画的な県債の発行及び元利金に対する償還を行い、H30年度には臨時財政対策債を除いた基礎
的財政収支を黒字化できた。
　一方で、R1年度以降は台風19号による災害復旧等による県債発行、コロナ禍での減収補てん債
の発行等、特殊事情により基礎的財政収支は赤字となった。
　また、県債残高についても上記の理由等により、H30年度以降前年比増となっている。
　今後も安定した財政運営により、臨時財政対策債を除いた基礎的財政収支の黒字化と県債残高
の減少に取り組んでいく必要がある。
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・今後も黒字化に向けた取り組みを期待したい。
・さらなる黒字化に向けたグランドデザインと、その実施計画を伺いたい。
・コロナ化がいつまで続くか不透明な中で財政がさらに悪化する可能性は高いと思
う。そのためにより効率的な行財政運営が必要だと思う。

①　予算編成方法と事業評価の実施方法を見直し、部局
内の自己評価をこれまで以上に強化することで、自主的
な見直しを促進し、財政健全化をさらに推進した。
②　事業再評価を実施することで、事業の効率性及びそ
の実施過程の透明性の向上を図ることができ、事業継続
の妥当性を判断することができた。なお、新型コロナウ
イルス感染拡大防止のため、再評価委員会をWEBも併用し
て実施した。

①　事業の効率性及びその実施過程の透明性の向上を図る取組を着実に実施できた。
②　事業再評価を実施することで、事業の効率性及びその実施過程の透明性の向上を図ることが
でき、事業継続の妥当性を判断することができた。
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【具体的な取組①】
・「予算編成方法と事業評価の実施方法を見直し、部局内の自己評価をこれまで以
上に強化することで」と記載されているが、具体的にどのような点を見直したのか
が、県民にはわかりづらいと思われる。また、このような見直しを促進すれば、ど
うして財政健全化を図ることができるのかという点も、しっかり説明したほうがよ
い。
・評価の仕組み自体をアップデートされている点が評価できる。

【具体的な取組②】
事業再評価の観点はとても重要だと思う。同時に、事業評価の指標や方針を庁内や
関係各位にどのように周知徹底しているかを伺いたい。

(4)　効果的な事業評価の実
施

Ａ → Ａ ↘ Ｂ ↗ Ａ Ａ

①　サテライトオフィスを増設し設置箇所の目標を達成
したが、テレワーク実施者数及び実施回数は、新型コロ
ナウイルスの影響により目標を下回ることとなった。
②　新型コロナウイルスへの対応等により、取組目標の
達成に至らなかったが、いずれも前年度実績を上回る結
果となった。
③具体的工程に沿って実施し、評価指標項目（職場復帰
支援プランにより試し出勤を行った職員が復帰に至った
割合）を向上させることができた。一方、セルフケアを
周知したが、1ヶ月以上の長期病休者が昨年同様多かっ
た。

①　具体的工程に沿って、テレワークの試行・検証を進め、サテライトオフィス形式のテレワー
クを本格実施した。在宅勤務については、新型コロナウイルスの影響により本格実施には至らな
かった。
②　コロナや台風等を理由に、目標達成に至らなかった年が続いたが、引き続き高い目標設定を
掲げ、取組を実施していく。
③具体的工程に沿って実施し、評価指標項目（職場復帰支援プランにより試し出勤を行った職員
が復帰に至った割合）を向上させることができた。一方、セルフケアを周知したが、1ヶ月以上
の長期病休者が増加した。
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【具体的な取組①】
・「テレワーク実施者数及び実施回数は、新型コロナウイルスの影響により目標を
下回ることとなった」と記されているが、どのような影響により目標を下回ったの
かが読み取りづらい。コロナであれば、むしろテレワーク推進により実施者数や実
施回数は増える（増やす）とも考えられるので、正確に表現したほうがよい。「在
宅勤務については、新型コロナウイルスの影響により本格実施には至らなかった」
という点も、一般的な見方とは矛盾しているような表現である。
・テレワーク実施者があまりにも少ない。上位層からの積極的な試行が業務プロセ
ス自体の見直しにつながるため、さらに積極的な取り組みを期待したい。必ずしも
サテライトオフィスではなく、在宅勤務でも、いずれもできるような仕組みを整え
ることがBCPの観点においても重要なのではないか。
・テレワークを実施するにあたって、労務管理の在り方を検討する必要がある。連
合の調査では、通勤時間の削減などのメリットを感じているものの、長時間労働に
なりやすいという結果も出ている。
・行政職員の方のテレワークが進むことでの、他業界や民間へのプラスの波及効果
は大きいと思う。
・BCPや業務効率化の観点から見ても、テレワークは積極的に推進していただきた
い。知り合いの職員を見る限り、一般企業よりも積極的にテレワークを活用してい
るように思える。また、こういった取組についても広報していただけるとテレワー
クに消極的な民間事業者に対して刺激になると思う。

【具体的な取組②】
労働時間の削減だけでなく、休暇取得の促進と合わせて実施していることが評価で
きる。ここからのさらなる成果のためには、年休取得計画の進捗状況の庁内見える
化等が必要になると思われる。

【具体的な取組③】
・難しい問題であるが引き続き継続を期待したい。コロナの影響でメンタルを病む
人が増えている中で、この増加幅にとどめることができたのは、セルフケアの周知
の効果ともいえるのではないか。
・1ヶ月以上の長期病休者が増加したことへの原因分析と、対応策があるか。

(1)　収入の確保 Ａ ↘ Ｂ ↗ Ａ

【具体的な取組①】
・引き続き継続を期待したい。
・納税は国民の義務。減免については条例・規則に基づいて行うべきであり、納税
者の実情に配慮するという意味が良く分からない。100％徴収を目指すべきと考え
る。

【具体的な取組②】
・引き続き継続を期待したい。
・行政庁舎に近いところまで売却が進んでいる。いずれにしても、県民共有の財産
であることが毀損しないよう配慮してもらいたい。
・観光や文化活動、被災地域への対応などについては他の自治体ではクラウドファ
ンディングを活用している事例もあるため財源の調達に対しては様々な方法を検討
してほしい。

【具体的な取組③】
想定の範囲内だったのでB評価、という取り組み姿勢はすばらしい。事前の目標を
上回ってこそ本質的にA評価以上になりうると思うので。次年度のA評価を期待した
い。

→ Ａ Ａ

①　コロナ禍による厳しい税収環境であったが、納税者
の実情に配慮し、納得して納税いただける環境整備に努
めるとともに、進行管理を徹底したことで、目標数値を
達成できた。
②　命名権売却額については、R２年度中に新たに２施設
で取得企業による愛称使用が開始した。
③　預金については、令和2年5月に店頭金利が引き下げ
られ実績値は下がったが、少しでも率のよい金融機関に
預け入れる工夫をし目標が達成できた。
債券については、長期間運用する基金が減少し収入は減
少したが、率の高い債券を購入することで目標を達成す
ることができた。

①　明確な数値目標の設定と進行管理の徹底、課税部門と徴収部門の連携、地域内連携と市町村
連携により、年々徴収率を向上させ、収入未済額を圧縮した。R2は新型コロナウイルスに係る徴
収猶予の特例により徴収率は前年を下回ったものの、目標数値は達成できた。
②　利用予定のない土地の売却や命名権売却等、歳入確保に向けた取り組みを進めることができ
た。
③目標は達成したが、想定の範囲内の成果であったためB評価とする。
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(4)　働きやすい職場づくり Ｂ → Ｂ → Ｂ → Ｂ Ｂ

職員提案制度を廃止し、政策形成を目的とした事業を政
策プレゼンに一本化した。
　政策プレゼンでは10件の提案が行われ、うち3件が一般
職員提案のテーマであった。

　政策形成能力の向上に向けて、毎年度改善を行いながら、政策プレゼンおよび職員提案を実施
した。
　Ｒ2年からは職員提案を廃止して、政策プレゼン「一般職員提案」ルートを設けた。
　今後も、職員の政策形成能力向上および県政課題の解決策提案を目的に、改善を行いながら運
営していく。

46

【具体的な取組①、②】
・政策プレゼンは、発表内容が今後検討を要するものを含んでおり、基本的には県
民に非公開で行われているが、たとえ政策形成過程であっても、審議会等と同様
に、県政の課題の解決策について、知事と県庁の若手職員が自由闊達に政策議論を
行うことについて、オンデマンド動画などで県民にも公表したほうがよい。
・プレゼン実施者が減少傾向にあるのはなぜだと分析をされているのか、お尋ねし
たい。
・取組み自体、そして来年度は年度内に事業化できるようにプレゼン発表会の時期
をずらすというPDCAサイクルの運用も良い。
・極めて重要な取り組み。公務労働者はプレゼン能力を活かす場面に恵まれていな
い。もっと多くの職員から提案が出てくることが期待される。目標を高めるべきで
は。
・政策提案は実装されてからが本番だと思う。プラン止まりに終わらせないための
実行力醸成と、それを推進する組織体制の工夫について知りたい。
・プレゼンテーションの良し悪しと政策提案の質とは関係ないと思うのでプレゼン
テーション自体が目的化しないようにしていただきたい。本質的に必要なのは課題
解決能力であり、プレゼンは手段でしかないと思う。最近群馬県の補助金でも事業
者にプレゼンテーションを要求しているものがあるが、個人的にはずれていると感
じる。

(3)　適正な組織・定員管理 Ａ → Ａ → Ａ

【具体的な取組①、②】
・引き続き継続を期待したい。
・定員がどの程度であれば適正かという指標が分からないので、評価できない。新
型コロナウイルスや自然災害などに対応できるような人員管理も検討必要。
・この内容だけだと具体的に評価しかねるが、現状維持以外に、この「適正な組
織・定員管理」という領域の運用をよりよくするためにできることは、どんなこと
があるか。
・国家公務員でもサービス残業が問題視されており、地方においても同様のことが
あるのではと感じる。また、日本は諸外国に比べ公務員の人数は少ない傾向にある
ため、適切な報酬を得ることなく個々の職員が犠牲になっているのであれば、増員
または業務効率化による改善が必要だと思う。

→ Ａ Ａ 方針に基づいた適正な組織・定員管理に取り組んだ。
新たな行政課題に的確に対応し、より効率的・効果的に業務を執行できるよう、毎年度、方針に
基づいた適正な組織・定員管理に取り組んだ。 48

(2)　実践的な政策形成能力
の向上

Ａ → Ａ → Ａ → Ａ Ａ



30の「取組事項」 H29 → H30 → R1 → R2 H29 → H30 → R1 → R2 総合 令和２年度 総合

行政改革評価・推進委員会の御意見10の「改革項目」

３つの「目標」

60の「具体的な取組」
実施結果評価

（数値等の目標の達成度） 令和２年度　取組目標 令和２年度　実績
成果評価
(質的評価)

評価の理由
頁

改革９　資産の適正管理と有効活用

(1)　税外収入未済額の圧縮に
向けた税外債権の適正管理

① 税外債権の適正管理 Ｂ → Ｂ → Ｂ ↘ Ｃ
ア　庁内体制整備・取組実施
イ　県税以外の収入未済額　R1年度（857百万円）以下

ア　実施
イ　832百万円 Ｂ → Ｂ → Ｂ ↘ Ｃ Ｃ

ガイドライン等の内容の具体的な検討作業の着手までに
は至らなかった。

計画期間を通じて適切な税外債権管理にふさわしい庁内体制の整備に向けた検討作業を行ってき
たが、具体的な対応策の決定までには至らなかった。
　減少していた県税以外の収入未済額について、減少傾向が止まっている。
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・具体的な対応策の決定には至らなかった、ということだが、その理由についても
説明がほしい。
・作業着手にまで至らなかったという課題は今後に向けて解決の見込みは見えてい
るのか。
・対応策の決定にまでこの期間で至らなかった理由と、この後の実施プランについ
て明確に伺いたい。

(2)　未利用財産の売却・有
効活用

① 未利用財産の売却・有効活用 Ａ → Ａ → Ａ → Ａ ア　未利用地等売却額　1.3億円 ア　2.6億円 Ａ → Ａ → Ａ → Ａ Ａ
未利用地等の売却で大きな成果を上げることができた。
　予定した施設の機能集約を完了するとともに、新たな
機能集約へ向けた準備等に着手することができた。

未利用地等の売却では、目標値を大きく上回る大きな成果を上げることができた。
　予定していた施設の機能集約をすべて完了できた。 62

・地道な取り組みに県民として感謝の思い。引き続き継続を期待したい。
・目標達成は素晴らしい。今期間に目標値を大きく上回る成果を上げられた要因
と、その成功要因を次の評価期間にも生かしていくためのポイントは何か。
・良いと思う。

① 公共建築物（建物系施設）の長寿命化の推進 Ｂ → Ｂ → Ｂ → Ｂ

①-1　庁舎等
アイ　劣化診断実施及び長期保全計画作成　実施予定なし
　　　劣化診断の再調査及び長期保全計画の見直し　14施設
ウ　長寿命化工事の実施

アイ　１施設 (累計82施設)
　　　14施設
ウ　　100％（実施）

①-2　県営住宅
ア　点検（定期）　168棟
　　点検（日常）　516棟
イ　長寿命化対策住戸数（累計）　811戸

ア　　168棟（定期）
　　　516棟（日常）
イ　　821戸

①-3　県立学校
ア　点検（定期）　85校
　　点検（日常）　85校
イ　長寿命化工事の実施

ア　　85校（定期）
 　 　85校（日常）
イ　　100％（実施）

② インフラ施設（土木系施設）の長寿命化の推進 Ｂ → Ｂ → Ｂ → Ｂ

②-1　橋梁
ア　点検（定期）　　　　　736橋
　　点検（日常）　　　　3,665橋
イ　長寿命化対策橋梁数　　 80橋

ア　753橋（定期）
　　3,665橋（日常）
イ　80橋

②-2　舗装
ア　点検（定期）          600km
　　点検（日常）　　　  3,100km
イ　長寿命化対策延長　　   40km

ア　568.5km（定期）
　　3,100km（日常）
イ　56km

②-3　トンネル
ア　点検（定期）           25箇所
　　点検（日常）　　　 　　64箇所
イ　長寿命化対策着手箇所数 ３箇所

ア　22箇所（定期）
　　64箇所（日常）
イ　４箇所

②-4　河川構造物
ア　点検（定期）　　　　　 36施設
　　点検（日常）　　　　　 36施設
イ　長寿命化対策箇所数　　 35施設

ア　36施設（定期）
　　36施設（日常）
イ　28施設

②-5　砂防構造物
ア　点検（定期）　　　　　340箇所
　　点検（日常）　　　  4,219箇所
イ　長寿命化対策箇所数　　 34箇所

ア　389箇所（定期）
　　3,587箇所（日常）
イ　29箇所

②-6　都市公園
ア　点検（定期）　　　　　 34施設
　　点検（日常）　　　　　 34施設
イ　長寿命化対策箇所数　　 ３箇所

ア　34施設
　　34施設
イ　３箇所

②-7　下水道
ア　点検（定期）　　　　 35.8km、４処理場
　　点検（日常）         243km、６処理場

ア　39.2km、４処理場
　　243km、６処理場

②-8　治山施設 ア　基礎調査（山地災害危険地区単位）　500地区 ア　418地区

②-9　土地改良施設

ア　点検（定点監視・日常）　　　　　　　　32土地改良区
イ　長寿命化対策着手地区数（農業水利施設）32地区
　　長寿命化対策延長（農道）　　　　　　　30.0km
ウ　機能保全計画（個別施設計画）の策定　　９地区

ア　32土地改良区
イ　24地区
　　25.7km
ウ　９地区

(4)　統一的な基準による地
方公会計の整備

① 統一的な基準による地方公会計の整備 Ａ → Ａ → Ａ Ａ → Ａ → Ａ Ａ 具体的工程に沿って財務書類の作成作業を進め、H28～H30年度までの決算を公表した。 68
・引き続き継続を期待したい。
・現状維持以外に、この領域の運用をよりよくするためにできることは、どんなこ
とがあるか。

改革10　公営企業改革

① 企業局の健全な経営の維持 Ａ → Ａ → Ａ → Ａ

・　資金不足比率（電気事業）
・　資金不足比率（工業用水道事業）
・　資金不足比率（水道事業）             20%未満
・　資金不足比率（団地造成事業）
・　資金不足比率（施設管理事業）

・電気事業　　　　　（-475.2%）
・工業用水道事業　　（-109.4%）
・水道事業　　　　　（-335.2%）
・団地造成事業      （- 49.7%）
・施設管理事業      （- 70.1%）

② 病院局の経営の健全化 Ｂ → Ｂ → Ｂ → Ｂ ・　病院事業決算額　　56,424千円 　　11,728千円

(2)　公営企業会計の適用推
進

① 流域下水道事業への公営企業会計の適用 Ａ → Ａ → Ａ Ａ → Ａ → Ａ Ａ
公営企業会計の適用に向け、固定資産台帳の整備や条例・規則の制定・改正等の取組を工程どお
り達成し、令和２年度から公営企業会計へ移行した。 71

・計画通りに着々と進めていただいたことに一県民として感謝の思いをお伝えした
い。
・他の公共事業に。少なくとも減価償却の概念を導入する必要は。
・現状維持以外に、この領域の運用をよりよくするためにできることは、どんなこ
とがあるか。
・地方公共団体にとって現金主義会計が一般的であることは初めて知った。公営企
業会計により発生主義となることで正しく損益を計算できるようになるのでとても
良いと思う。

①計画的な資金の運用及び調達を行うとともに、中長期
的観点からの効率的な事業運営に努め、昨年度に引き続
き、財務の健全性を維持した。
②病院局においては、新型コロナウイルス感染症対応に
おいて県立病院としての役割を果たすことで、結果とし
て初めての収益的収支黒字化を達成することができた。

①一部事業で純損失を計上することもあったが、計画的な資金運用を行ったことにより、現金預
金を確保することができた。
②病院局においては、委託契約の見直しや診療材料の共同購入組織加盟及び交渉の充実等により
費用削減を行った。また、診療報酬加算取得についても積極的に行った。結果として、令和２年
度には収益的収支の黒字化を達成することができた。
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【具体的な取組①】
良いと思う。

【具体的な取組②】
・コロナ禍において、ますます重要性が増す取り組みである中、黒字化の達成もさ
れ、素晴らしい。今後にも応援と共に期待したい。
・コロナ禍でありながら、医業収支悪化を防ぐ必要がある中、黒字を確保できたこ
とは成果だと考える。優れた医療体制を持っていことは、群馬の魅力を支える重要
な基盤の一つとなるので、記載されているように、費用削減を継続的に行いつつ、
デジタルトランスフォーメーション(DX)推進や病院のあり方を見直しすることによ
り県立病院運営の最適化を図ることは重要だと考える。
・初の収益黒字化は素晴らしい。さらなるA評価を目指すには、今後どのような取
り組みが追加で可能か。
・黒字化の達成は素晴らしいことではあるが、コロナの状況で公営病院の必要性が
高いと感じた。収益によらず安心できる社会生活のためには適切に税金をつかって
いただきたい。

【全般】
複数の長寿命化プロジェクトの中で、進捗が遅れた取り組みと、目標を上回る実績
を上げられた取り組みの成否がわかれたポイントは何か。全体として、成果水準を
安定して上げるためにはどうすればいいか。

【具体的な取組①】
・いずれも重要な取り組みに、一県民として感謝の気持ちをお伝えしつつ、引き続
き継続を期待したい。
・古い施設についてはランニンコスト下げられるのであれば建て替えも検討してほ
しい。また、大きな施設でも稼働していないフロアがあるのであれば民間に貸すな
どして収益化を検討してほしい。

(1)　公営企業の健全な経営 Ｂ → Ｂ → Ｂ → Ｂ Ｂ

→ Ｂ Ｂ

①-1　施設の状況を勘案し優先順位を考慮したうえで工
事を選定し、年度早期の計画策定及び効率的な予算執行
に努めたことにより、「取組目標」を概ね達成すること
ができた。
①-3　建築基準法に基づく定期点検及び日常点検の実施
により、施設の劣化状態と改修の緊急度を把握すること
ができ、円滑に長寿命化工事を実施することができた。
①-2、②　目標値に及ばない部分もあったが、概ね目標
達成できている。
　一部取組で進捗が遅れたが、目標を上回る実績をあげ
られた取組もあった。「取組目標」に対し、同程度の結
果・成果を得られる実績があった。
②－８　治山施設は急峻で狭隘な山岳地にあり、調査は
危険を伴う。このため、必ず複数人で調査を行うことと
しているが、密を避ける取り組み（テレワーク等）によ
り複数人による班編成が困難となっている。保全対象の
重要性等を考慮し、優先順位をつけて点検を行う必要が
ある。

①-1　長寿命化を図る施設の選定や、長寿命化工事の実施について、常に実施効果を検討しなが
ら業務を推進し、限られた財源を効率的に執行することができた。
①-3　定期点検及び日常点検を計画どおり実施できたことにより、群馬県立学校施設長寿命化計
画に基づいた長寿命化工事を進めることができた。
①-2　点検については、計画期間中ほぼ計画のとおり実施できた。長寿命化対策においては、R1
年度までは計画を下回っていたが、R2年度末で計画戸数を超える実績となった。
②　目標値に及ばない部分もあったが、概ね目標達成できている。
　一部取組で進捗が遅れたが、目標を上回る実績をあげられた取組もあった。「取組目標」に対
し、同程度の結果・成果を得られる実績があった。

63(3)　公共施設等の長寿命化 Ｂ → Ｂ → Ｂ


